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育児・介護休業法

改正に向けた議論の動向について



【資料出所：第59回雇用環境・均等分科会（2023.7.26）】
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連合 2023春季生活闘争における集計結果
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【資料出所：第7回こども未来戦略会議（202310.2）】
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(1) 子が3歳になるまでの両立支援の拡充
①テレワークの活用促進
②短時間勤務制度の見直し

(2) 子が3歳以降小学校就学前までの両立支援の拡充
①柔軟な働き方を実現するための措置
（始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務制度、保育施設の設置運営その他
これに準ずる便宜の供与、新たな休暇の付与）

②所定外労働の制限（残業免除）

(3) 子の看護休暇の見直し

(4) 育児期の両立支援のための定期的な面談

(5) 心身の健康への配慮

１．子の年齢に応じた両立支援に対するニーズへの対応

2023年9月から審議開始

【雇用環境・均等分科会】 育児・介護休業法の見直し論点

２．仕事と育児の両立支援制度の活用促進

(1) 制度の活用をサポートする企業や周囲の労働者に対する支援

(2) 育児休業等取得状況の公表
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４．介護離職を防止するための仕事と介護の両立支援制度の周知の強化等

５．個別のニーズに応じた両立支援

(1) 労働者に対する個別の周知等及び環境整備
(2) 介護休業
(3) 介護期のテレワーク

(1) 障害児等に係る現行の仕事と介護の両立支援制度の運用の見直し
(2) 仕事と育児の両立に係る労働者の個別の意向の聴取と尊重

６．仕事と育児の両立支援制度の活用促進

（１） 制度の活用をサポートする企業や周囲の労働者に対する支援
（2）育児休業等取得状況の公表

育児・介護休業法の見直し論点（続き）

３．次世代育成支援に向けた職場環境の整備（次世代育成支援対策推進法）

（1）次世代法は2025年3月までの時限立法であるが、延長するか
（2）一般事業主行動計画の策定が次世代法の指針により定められているが、位置づけをどうするか
（3）数値目標として男性の育児休業等取得率のほかに何が考えられるか
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連合「育児・介護休業制度等の見直しに対する考え方

2023.9.14 第24回中央執行委員会確認

〇働き方の見直しは育児期に限定したものではなく、どのようなライフ
ステージにおいてもワーク・ライフ・バランスが保てる職場環境が必要

〇男女が共に仕事と生活の調和を実現するためには、働き方を見直し、
男性も含めた労働時間の短縮や、仕事と育児や介護等の両立支援
に向けた環境整備が不可欠

〇働き方改革の徹底を前提としたうえで、性別にかかわらず制度を利用
できる観点から見直しを行うべき

ん年内には議論が
取りまとめられる予定

（詳細は別紙資料をご参照）
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